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１．はじめに 通状況は，JR，阪急，阪神の3社による東西方向の鉄道

交通を主としているが，山陽新幹線（姫路～新大阪間）

を含む3社の阪神間の幹線路線ともに震災によって数ヶ

月に渡って途絶した．震災後，図―１に示すとおり鉄道

による迂回が実施されたが，迂回経路の輸送力が十分で

なく，阪神間はおろか姫路・大阪間の輸送も十分確保さ

れているとは程遠い状況であった3)．  

 

2036年までにマグニチュード７規模の直下型地震が発

生する確率は約70％と言われており1)，この対策として

鉄道では耐震補強工事など，被害軽減のための対策が進

行している．しかし，構造物が損傷，崩壊した場合は阪

神・淡路大震災での事例が示すとおり復旧に数ヶ月もの

期間を要する．首都圏において複数の鉄道路線が長期に

渡り途絶することは，経済社会活動の停滞に直結するこ

とを意味し，その影響は極めて大きいことから，代替輸

送手段を検討することが必要である． 

 

 
① JR播但線ルート

姫路～和田山～谷川～三田～大阪

125km・2時間増，上下11,400人/日

② JR加古川線ルート
姫路～加古川～谷川～三田～大阪

60km・1.5時間増，上下8,000人/日

③ 神戸電鉄線ルート
姫路～加古川～粟生～三田～大阪

40km・1.5時間増
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④ 北神急行・神戸
電鉄線ルート

姫路～西明石～新神戸

（西明石～新神戸間は
バス代行等で移動）

新神戸～三田～大阪

38km・2～3時間増

（1/21時点の迂回経路図）

西明石

 

これまでの震災時の鉄道交通を検討する既存研究の

ひとつとして，一部の鉄道路線の途絶が鉄道ネットワー

ク全体に与える影響について分析を行ったものがあり2)，

残された課題として，鉄道代替としてのバス代行輸送に

関わる問題があり，本研究では鉄道全線復旧までの具体

的な方法を検討することを目的とする． 

一般的に，鉄道とバスは輸送力が大きく異なるため，

バスで鉄道の代替を行うのは困難であると認識されてい

る．しかし，阪神・淡路大震災時のJRバス代行輸送では

約9,800人／時と，鉄道の輸送人員のおよそ１／３をバ

スで輸送したという実績がある．すなわち，バスでもあ

る程度の輸送を実現しており，鉄道復旧までの緊急対応

輸送手段として有効であるといえる．本研究では，阪

神・淡路大震災時のバス代行輸送に関する技術的・制度

的工夫および成果と課題について把握することで，首都

直下地震時において活用できる教訓と，起こり得る課題

について検討を試みるものである． 

図―１ 鉄道による迂回経路 
 

さらに，当時は鉄道途絶によるバス代行輸送実施の

根拠となる法律上の規程が今よりも不明確であった．こ

のような中，近畿運輸局の主導で各鉄道事業者にバスに

よる輸送の検討が打診され4)，これが阪神間のバス代行

輸送実施の契機となった．当初，JR，阪急，阪神は各社

が独自にバス代行輸送の検討を行っており，運行開始，

路線，発着場所，運行時間，運行本数などの詳細な運行

計画は各社で異なっていた．また，鉄道事業者側の判断

としては安全，かつ十分な輸送体制が整うことが優先さ

れるため，運行開始に至るまでの準備期間が長くなるこ

とが予想された．しかし，復旧や復興のために，一日で

も早く陸路による移動を確保する必要があるという意見

もあり，当局，JR，阪急，阪神およびバス事業者による

調整の場が設置された．これにより，以下の項目につい

て合意が得られた． 

 

２．阪神・淡路大震災時のバス代行輸送に関する技術的 

および制度的工夫と課題 

 

（１）運行開始までのプロセス 

阪神・淡路大震災は1995年1月17日5:46に発生．マグ

ニチュードは7.2，最大震度７を計測した．この大震災

により，鉄道施設も大規模な被災を受けた．阪神間の交 

*キーワーズ：防災計画 
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（３）乗降場の工夫による輸送力向上 ４）定期・回数券利用者はJR，阪急，阪神いずれの

バスにも乗車可能とする取り扱い  所要時間の大幅な短縮は実現できたものの，どうやっ

て輸送力を大幅に向上させたかという疑問が残る．そこ

で乗降場での工夫に着目した．通常は，バスが到着次第

乗客を乗降させる．これは最も単純な方法であり，バス

台数および列整理人員も最小限で済むというメリットが

あるが，１台あたり約３分の乗降時間を要したとすると，

この方法では１時間あたり20台のバスしか出発させるこ

とができず，輸送力はせいぜい1,500人程度である． 

５）バスに表示するステッカーや乗降場での機材の

統合 

このように，バス代行輸送に関して，運行の調整を

行う場と，それを設置してリーダーシップを発揮した主

体（この場合は近畿運輸局）が存在することで，人員や

機材の縮小を可能にした．その結果，３社合意で1/23か

ら一斉にバス代行輸送の運行開始に至った． 

 そこで，阪神・淡路大震災時では，図―４に示すよう

に“バス滞留所”を設け７台で１編成化させるまでバス

を待たせ，編成化したバスを乗降場まで移動し，利用者

は７台のバスに一斉に乗車することとした．さらにバス

の運行を３分間隔に維持することを最大優先とする「列

車方式」を採用した．そこで，定員70人／台×７台を

１時間に20回（３分間隔）運行することで，約9,800人

／時という輸送力を実現した．一方，この列車方式の採

用により，新たな課題が発生した． 

 

（２）バス代行輸送の運行実績 

 関係各所の取り組みにより，大震災から僅か１週間で

バス代行輸送は運行開始に至った．しかし，鉄道途絶の

ため一般車両が増大し，特に三宮駅付近・山手幹線で大

渋滞発生のため，計画では所要時間片道50分が，最大で

４時間かかったほか，様々な問題が発生した．一般車両

の流入規制は行われたが，緊急物資輸送車両や廃棄物処

理車両等，震災時には多くの緊急車両が被災地に流入し，

渋滞によって代行バス運行に大きな支障をきたしていた． １）バス編成化に必要な滞留所の確保 

２）運行台数調整に必要な待機場所 この問題を緩和するためバス専用レーンが導入され，

1/28時点で代行区間長11.4kmのところ所要時間は約70分

～240分であったのが，約50分～120分に短縮された

３）利用者の乗車待ち空間 
5)6) ４）多くのバス台数が必要 ．

すなわち，一般車両の規制だけに留まらず，バス代行輸

送に際してはバス専用レーンの導入およびそのための事

前検討が必要不可欠であることを示している． 

５）発車承認者および整理人員の確保 

滞留所を設置するだけの道路空間確保も大きな問題

だが，バスが延々と道路上に待機すると他の一般交通へ

の影響も小さくない．そこで，一時的にバス台数を調整

するための“バス待機場所”を設置した．これは復旧予

定地を臨時で借用，あるいは建設予定地であった場所を

一時利用した．また，利用者の乗車待ち空間が確保でき

るだけの駅前広場がなく，やむを得ず駅から数百ｍ程度

離れた道路上に乗降場を設置するなどの工夫もとられた． 

 また，利用者の大半が鉄道途絶区間の両端間を移動す

ることから，制度的工夫として，阪神間を結ぶ主要幹線

道路である国道２号および国道43号の２路線でバス専用

レーンを導入した．これにより「各駅停車便」と，鉄道

途絶区間の両端をノンストップで結ぶ「直行便」のバス

を運行させることで，所要時間の短縮と輸送力の増強を

図った7)  ．直行便によってバスを効果的な運行を実現し

た．図―３に示すとおり，バス専用レーンの導入による

バスの所要時間の削減および鉄道の順次復旧により阪神

間の所要時間が震災前の水準に近づくにつれ，バス代行

輸送利用者が増加しており，社会経済活動の回復に大き

く寄与したことが分かる． 

 

３分間隔（時刻優先） → 『列車方式』の採用
無札乗車の特例，満員でなくとも定刻で出発

滞留所を設け，バスが編成化するまで待つ ７台同時乗車・出発の実現

着席希望列と立席承知列による秩序化

立席承知列

着席希望列

整理人員の増強

 
 図―４ 列車方式による複数台バス同時乗車・出発 
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（４）代行バス車両の確保 

 以上の工夫により，バス代行輸送は極めて重要になっ

た．そのため，JRでは１日あたり最大で135台ものバス

が投入されていた．そこで，100台／日以上ものバスを

どうやって確保したかを整理することとした． 

 図―５には，JRのバス代行輸送実施のために受けた応

援のバス台数を示している．JRの系列会社からの応援は

35台～50台／日程度であることが分かる．すなわち，鉄

道事業者の系列バス会社だけでは十分なバスを集めるこ
 

図―３ バス代行輸送利用者数の推移 



とができず，神姫バスおよび大阪・兵庫バス協会からの

応援が大半を占めたといえる．また，表―１に示すとお

り，バス協会を通じて応援に駆けつけたバス事業者数は

36にも達した．このことから，鉄道による輸送力が大き

く，かつ自社系列の保有バス台数が少ない事業者がバス

代行輸送実施に際しては，鉄道事業者が保有しているバ

スだけでは大幅に不足することが懸念され，バス協会な

どを通じた応援を検討することが必須であるといえる．

さらに，応援を受けるにも震災直後は被災地域でバスを

集めることが難しく，周辺地域からバスを集める事態が

発生する可能性もある． 
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図―５ JRが受けた応援バス台数の推移 

 

表―１ バス協会を通じて応援を出したバス事業者一覧 

 

JR西日本
阪神電鉄

全但バス，京阪バス，神戸観光バス

（以下，３社共通）
近畿日本鉄道
帝産観光バス

（大阪・神戸支店）
大阪淡路交通
北港観光バス
日本交通
国際興業

（以下，JR西日本・阪神共通）
水間鉄道，都島自動車，大阪観光バス

岸和田観光バス，大阪緑風観光
大阪名鉄観光バス，商都交通，近江鉄道

奈良交通，大阪ヤサカ観光バス
大阪国際観光バス，両備バス，大阪滋賀交通
関西空港交通，日本周遊観光バス，中央交通

大阪西鉄観光バス，アクロス観光バス，
中央観光バス，大川自動車，

大阪コンビナートバス，名阪近鉄バス，
南海観光，紀和交通，

日本交通（鳥取），日本交通（大阪）
明石市交通部，大阪淡路交通，姫路観光バス

阪急電鉄
 

 

（５）効果的な代行バス運行路線の設定 

 このようにバスを投入し，道路を占有し，所要時間の

短縮を図って輸送力を増強し，さらにバスを投入すると

いう状況であった．その一方，大震災時は様々な車両が

道路を利用するため，震災３週間後に警察から道路交通

量削減の意向が示され，代行バスも削減の対象となった．

これに対し，JR，阪急，阪神とも鉄道の全線復旧に至っ

ておらず，削減は不可能な状況であった． 

 これに対し，図―６に示すように，2/20にJR三宮～灘

間，阪神三宮～岩屋間の復旧に伴い，阪急は阪急御影～

西宮北口間の代行バス利用だけでなく，JRおよび阪神の

振替輸送を活用することで輸送力を向上させようと，阪

急御影～阪神御影間を結ぶ連絡バスを阪急が運行した．

これにより，JR（阪神）～阪急～阪神と鉄道を乗り継ぐ

ことで阪神間の所要時間はさらに短縮することとなった．

阪急の三宮～西宮北口間を代行バス直行便に乗車した場

合は１時間半程度に対し，鉄道を乗り継いだ場合は約50

分となった．復旧した鉄道を乗り継ぐ上で，鉄道連絡バ

スは大きな役割を果たし，阪急は三宮～西宮北口間の代

行バス直行便を廃止した．図―７にJR，阪急，阪神それ

ぞれの代行バス台数を示す．２社の合計バス台数は，3/

13には90台／日と，ピーク時である213台／日の半数以

下であった．このように，鉄道を“リレーする”連絡バ

スと振替輸送の活用によって，代行バス台数を削減しつ

つ所要時間短縮と輸送力増加を実現したことは，長期鉄

道途絶時における大きな教訓であるといえる． 

 その一方，鉄道連絡バス運行にも課題がある．阪急と

阪神という異なる鉄道事業者の鉄道駅を結ぶ路線のため，

運行主体をどちらにするか，あるいは両事業者が共同で

運行するかという問題である．いずれの運行形態にせよ，

運行責任や費用負担，鉄道復旧状況に応じた運行本数や

経路変更の調整など，両者間で協議しなければならない

ことが発生しうるため，ある程度の事前協議が必要であ

る． 

住吉

御影

御影王子公園 西宮北口

青木

JR

阪急

阪神

灘

三
宮

岩屋

阪急：代行バス直行便を廃止

2/20 JR三宮～灘間復旧，阪神三宮～岩屋間復旧  

図―６ 2/20時点の鉄道復旧状況 
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図―７ JR，阪急，阪神の各社代行バス台数の推移 

 

３．首都圏の現状整理と首都直下地震による鉄道長期途

絶時に起こり得る課題 

 

（１）規定および研究計画 

 鉄道の代替輸送に関しては，災害対策基本法に基づく

各防災計画と，国民保護法に基づく各国民保護計画があ

る．しかし，国および東京都のいずれもバス代行輸送実

施の具体的な記述や運行開始のための基準が設けられて

いない．また，国土交通省の検討では物資輸送ルートや

輸送需要の推計，海上輸送の検討に留まっており，バス

代行輸送の詳細な検討に至っていないという問題がある． 

 そこで，バス代行輸送の実施そのものが不明確であり，

運行開始時期などの基準が定められていないのが現状で

ある．このような基準を作成する必要があるといえる． 
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（２）震災時の道路確保と交通規制 

 首都圏の鉄道網は面的にネットワークを持っている構

造であること，また阪神間と異なり通常も環状方向に相

当の需要があることから，阪神・淡路大震災と比較する

と環状方向にバスを運行することで鉄道が活用できる可

能性が高いことが考えられる．  

 震災時には，国（防災業務計画）はあらかじめ設定さ

れた基準に基づいた路線の緊急点検，応急工事を実施す

る．また東京都（地域防災計画）は緊急道路障害物除去

等の路線選定基準を策定しており，道路調整会議の設置

が明記されている．道路空間の確保については国および

東京都も体制が整えられている状況にある． 

 
図―８ 主要私鉄事業者バス台数 
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1台あたり運転士数（貸切） 次に，道路が確保されても代行バスが走行できるかは

交通規制に依存する．震災時の東京都の交通規制は第一

次交通規制と第二次交通規制が実施される．この規制区

域や路線には緊急通行車両等が優先して通行可能となっ

ており，避難勧告，消防，救護，清掃，報道等が指定さ

れているが，代行バスや路線バスに関する記述はないの

が現状である．すなわち，環状道路の詳細な交通規制が

検討されていないこと，さらに代行バスが規制区域や路

線を走行できるとは限らない状況であり，代行バス走行

を計画上明確に位置付ける必要がある． 

 
図―９ バス運転士数 

 

交通管理者など主体者ごとにバス代行輸送実施に向けた

提言，想定シナリオの設定と量的なシミュレーションの

実施，既存バス路線との関係の整理などを検討していく

予定である． 

 

（３）バス車両台数と運転士の現状 

 阪神・淡路大震災時は，JR西日本，中国，九州バスで

保有するバスのうち約６％を，阪急は系列会社全体の約

5.5％を代行バスとして運用した
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関する技術的・制度的工夫および成果と課題について把

握した．その教訓をもとに，首都直下地震時において起

こり得る課題について検討を試みた． 
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